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 働き方改革関連法案とは、労働基準法、労働安全衛生法などの改正案を一つ

にまとめた総称で、主なものは下記のとおり。 

 

1. 時間外労働の上限規制 

■法律で残業時間の上限を定め、これを超える残業はできなくなります。 

 

時間外労働の上限規制の原則的な内容は、基準告知から基本的には変化してい

ませんが、現在は大臣告示による上限で、行政指導のみです。 

今回条文化されたことにより、罰則の対象となります。 

 

主な法改正 実施時期 中小企業※ 

1. 労働時間法制の見直し 

①時間外労働の上限規制 
2019 年 
4 月 1 日 

2020 年 
4 月 1 日 

②勤務間インターバル制度の導入 
 （努力義務） 

2019 年 4 月 1 日 

③年間 5 日間の年次有給休暇の取得を 
 義務付け 

2019 年 4 月 1 日 

④中小企業における月 60 時間を超える 
 残業の割増率の引き上げ 

（実施済） 
2023 年 
4 月 1 日 

⑤労働時間の状況を客観的に把握すること 
 を義務付け 

2019 年 4 月 1 日 

⑥フレックスタイム制の拡充 2019 年 4 月 1 日 

⑦高度プロフェッショナル制度の創設 2019 年 4 月 1 日 

⑧産業医・産業保健機能の強化 2019 年 4 月 1 日 

2. 雇用形態にかわりなく公正な待遇の確保 

⑨同一労働同一賃金（正規・非正規労 
 働者間の不合理な待遇差を禁止） 

2020 年 
4 月 1 日 

2021 年 
4 月 1 日 

⑩労働者に対する待遇に関する説明義務 
 の強化 

2020 年 
4 月 1 日 

2021 年 
4 月 1 日 

 残業時間の上限 

原則 
月 45 時間 
年 360 時間 

臨時の特別な事情があり、

労使が合意する場合 

①年 720 時間以内（時間外労働のみ） 

②月 100 時間未満（休日労働含む） 

③2～6 ヶ月における期間の平均 80 時間以内

（休日労働含む） 

④月 45 時間を超える月は年間 6 回以内とする 

 

※②③に違反した場合には罰則（6 ヶ月以下の

懲役または 30 万円以下の罰金）が科される 
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■上限規制の適用を猶予・除外する事業・業務 

自動車運転の業務 
改正法施行 5 年後に、上限規制を適用。 
ただし、適用後の上限時間は、年 960 時間とし、将来的な一般則の適用は引き続き検討。 

建設事業 
改正法施行 5 年後に、上限規制を適用。 
ただし、災害時における復旧・復興の事業は複数月平均 80 時間以内・1 ヶ月 100 時間未満
の要件は適用しない。将来的な一般則の適用は引き続き検討。 

医師 
改正法施行 5 年後に、上限規制を適用。 
ただし、具体的な上限時間等については、医療界の参加による検討の場において結論を得る。 

鹿児島県及び沖縄県

における砂糖製造業 
改正法施行 5 年後に、上限規制を適用。 

新技術・新商品等の

研究開発業務 

医師の面接指導、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間外労働の上限規制
は適用しない。 

■時間外労働・休日労働に関する協定（36 協定）で定める事項 

36 協定で定める事項が法律で明確化されました。 

 

①労働時間を延長し、または休日に労働させることができることとされる労働者の範囲 

② 対象期間 

③労働時間を延長し、または休日に労働させることができる場合 

④ 対象期間における 1 日、1 ヶ月および 1 年のそれぞれの期間について労働時間を延長して労働させる

ことができる時間または労働させることができる休日の日数 

⑤ 労働時間の延長および休日の労働を適正なものとするために必要な事項として厚生労働省令で定め

る事項 

  ※⑤の省令で定める事項 

    ・時間外労働の上限を超えて労働した労働者に講ずる健康確保措置 

    ・限度時間を超えた労働に係る割増賃金率 

    ・限度時間を超えて労働する場合における手続き 

    ・限度時間を超えて労働する場合に、2 ヶ月ないし 6 ヶ月のそれぞれの期間における時間外労働お

よび休日労働の 1 ヶ月当たりの平均時間は 80 時間以内となるよう定めること 

   

2. 勤務間インターバル制度の導入（努力義務） 

勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間（インターバル）を確保し、ワークライフバランスを保ちなが

ら働き続ける仕組みです。現時点では努力義務ですが、条件により制度を導入した際に助成金の申請が可能です。 

 

 

 

  

 

勤務 勤務  

勤務 勤務 勤務間インターバル 

勤務終了時刻 通常の始業時刻 

始業時刻を繰り下げ 

始業時刻を繰り下げずに、その時間分を働いたものとみなす、という方法もあります。 
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3.年間 5 日間の年次有給休暇の取得を義務付け 

労働者からの申出がしにくいという状況を踏まえ、使用者より取得希望日を確認することにより有給休暇取得を義務付けます。 

4.中小企業における月 60 時間を超える残業の割増率の引き上げ 

中小企業の月 60 時間を超える時間外労働に係る割

増賃金率が 50％へ引き上げられます。 

大企業は平成 22 年 4 月 1 日より既に施行済み、中

小企業は猶予措置がとられていましたが、正式に猶予措

置の廃止が決まりました。 

 

 

5. 労働時間の状況を客観的に把握することを義務付け 

全ての労働者（高度プロフェッショナル労働者除く）の労働時間の状況が客観的な方法、その他適切な方法で把

握するよう義務付けられました。また、労働時間の状況を客観的に把握することで、割増賃金の適正な支払いだけ

でなく、長時間働いた労働者に対する、医師による面接指導を確実に実施するよう労働者の健康管理を行う必要

があります。 

 

■始業・終業時刻の記録の方法（労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドラインより） 

対象者 10 日以上の年次有給休暇が付与される労働者。 

対象期間 

年次有給休暇が付与された日（基準日）から 1 年以内。 

【経過措置】 

4 月 1 日以外の日が基準日である労働者に係る有給休暇については、施行日後の最初の

基準日の前日までの間は今回の改正は適用しない。 

日数 
5 日分を使用者が労働者に希望を聴き、時季を指定して取得。 

（労働者の時季指定、計画的付与により取得された日数は上記より控除できる。） 

罰則 違反すると 30 万円以下の罰金。 

 1 ヶ月の時間外労働 

（1 日 8 時間・1 週 40 時間を 

超える労働時間） 

60 時間以下 60 時間超 

大企業 25％ 50％ 

中小企業 25％ 25％ ⇒ 50％ 

原則的な方法 
・使用者が自ら現認することにより確認し、適正に記録すること 
・タイムカード、IC カード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として確認し、適
正に記録すること 

やむを得ず自己申告制

で労働時間を把握する

場合 

・労働者、労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用等について十分な説明を

行うこと 

・自己申告により把握した労働時間と、入退場記録やパソコンの使用時間等から把握した在社

時間との間に著しい乖離がある場合には実態調査をし、所要の労働時間の補正をすること 

・自己申告できる時間数の上限を設ける等適正な自己申告を阻害する措置を設けてはならな

い。36 協定の延長することができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、記録上守ってい

るようにすることが慣習的に行われていないか確認すること 


